
第４章 安全で快適な地域づくり 

 

施策２２ 道路・交通体系の整備 

１．高規格幹線道路等の整備促進 

高規格幹線道路である西九州自動車道唐津伊万里道路（伊万里市域の延長約７．５ｋｍ）について

は、引き続き用地買収の促進に努め、各地区における用地取得率（関係人ベース）は、大曲～原屋敷

間で約９３％、府招地区で約６５％、重橋～水留間で約８９％となっています。また、平成２０年度

から行われている高瀬地区の住吉橋下部工工事に加え、谷口地区での板治川橋下部工工事や原屋敷地

区での原屋敷橋下部工工事等が行われたところです。 

伊万里道路（延長約６．６ｋｍ）については、一部区間を除き路線測量や地質調査が完了しており、

平成２１年度は府招上、白野、永山、木須東地区において地元設計協議と幅杭の設置がなされ、用地

調査に着手されたところです。 

伊万里松浦道路（伊万里市域の延長１０．１ｋｍ）については、引き続き、山代ＩＣ～県境間の用

地買収の促進に努め、この間の用地取得率は約９０％となりました。また、伊万里西ＩＣ～山代ＩＣ

間では地質調査及び予備設計が実施され、さらに浦ノ崎地区の一部で橋梁工事や改良工事が行われた

ところです。 

また、このように各区間で工事が進む一方、直轄道路予算の大幅な縮減がなされる中、平成２１年

１１月には、九州地方整備局と国土交通省へ早期完成に向けての提案活動を行ったところです。 

市内幹線道路である国県道においても、国道２０４号二里山代線（天神橋～楠久津間）の４車線化

改良事業、国道４９８号大坪バイパス建設、国道２０２号伊万里バイパス（白野地区４車線化改良）

についても事業進捗が図られました。また、県道黒川松島線バイパスについては、未着手区間である

牧島小学校から黒川町福田間において、地すべり地区を避けた形でのルート見直しと都市計画変更が

必要とされることから、地元の意向確認を行いながら最適なルート選定を行うため、地元関係者との

意見交換会が県主催で数回開催されたところです。 

これらの事業を円滑に推進するための事業促進活動に要する経費として、１，４８２千円を支出し

ました。   

また、幹線道路である県道の整備促進を図るため、県営事業による道路改築の負担金及び女山峠建

設促進期成会負担金として１５,３２５千円を支出しました。 

       （単位：千円） 

事 業 名   路 線 名 事 業 費 負 担 率 負 担 金 

ｾﾗﾐｯｸ・ﾛｰﾄﾞ建設促進事業 

女山峠建設促進事業    

県道伊万里有田線 

県道多久若木線 

102,000  

― 

15/100 

― 

15,300

25

 

都市計画道路は、都市の健全な発展を促し人々が快適に生活を営んでいくうえで基本となる施設で

す。このため、平成２１年度は伊万里市都市計画道路の４路線の本工事、委託料、用地取得、物件補

償、負担金等に３５０，８８６千円を支出しました。 

事業の主な内容は次のとおりです。 
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                                   （単位：千円） 

路 線 名 事 業 費 事   業   内   容 

大 坪木須線 

まちづくり交付金事業 

(現年度)    177,860

 

 

(明許繰越)    54,500

本工事  土工、法面、橋梁桁製作ほか 

委託料  地質調査業務委託ほか２件 

物件補償 上水道管移設補償 一式 

 

本工事  A2橋台工(永山高架橋)１基 

委託料  交通解析業務 

陣 内白野線 

まちづくり交付金事業 

(現年度)     35,000

(明許繰越)       32,300

本工事  道路改築工事 ２件 

委託料  物件再積算業務委託 １件 

物件補償 電柱等(九電、NTT、ICATV) 一式 

 

本工事  道路改築工事 ３件 

委託料  用地調査業務委託 １件 

伊万里駅南口

線関連 

 

市単独事業 

（現年度）     6,226
用地取得  A=78.47㎡ 

八谷搦駅前線 
地域自立・活性化交付金事業 

45,000

県営事業負担金 

 県事業費300,000千円の15％ 

計 350,886  

 

２．生活道路の整備 

身近な生活道路である市道については、道路パトロ－ルの実施により、危険箇所等の早期発見と適

切な維持・管理に努め、歩行者や通行車両の安全確保のため、緊急性等を考慮し、側溝や路肩部の改

修や補修、また、見通しの確保など道路（局部）改良を進め、道路利用者が快適に利用できるよう整

備に努めました。 

また、近年における道路に対する市民のニーズは、ますます多様化してきており、道路の持つ基本

的役割を踏まえ、安全で快適な生活基盤の充実及び豊かな地域社会の創出を図るため、増大する交通

需要に対して国道・県道の基幹交通網と一体となった市道の整備に努めました。 

  平成２１年度は、地方道路交付金事業１路線、都市再生道路整備事業１路線、辺地対策事業２路線、

道整備交付金事業３路線を整備するほか、国の経済対策の交付金等を活用し、市道整備事業１５路線の改

良工事や維持補修工事を実施しました。 

事業の主な内容は次のとおりです。 

（１）道路維持事業                            （単位：千円） 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

側 溝 整 備 32,147 39路線 L= 1,229m 

一 般 補 修 21,067 27路線 L=   549m 

落 石 防 止 15,447  6路線 A=   929㎡ 

舗 装 補 修 19,112 14路線 A= 7,404㎡ 

局 部 改 良 10,047  6路線 L=   153m 

そ の 他 の 工 事 1,180  8路線 1式（崩土取除き、側溝泥処理等） 

小計（工事費） 99,000 100路線（74件） 

原 材 料 費 28,010 139件(生コン、側溝、側溝蓋、ｱｽﾌｧﾙﾄ合材等) 

委 託 費 7,199 街路樹管理、除草業務委託等43路線（9件) 

計 134,209  
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（２）本町通り線改修事業                        （単位：千円） 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

本 町 通 り 線 39,230
L= 222m  (ｶﾗ-・ｲﾝﾀ-ﾛｯｷﾝｸﾞ舗装：1,090㎡、 

側溝改修等） 

（３）舗装補修事業                           （単位：千円） 

路  線  名 事 業 費 事 業 内 容 

公 園 橋 線 5,485 L= 317m A=1,823㎡ 

平 山 ・ 楠 立 線 4,055 L= 150m A=1,023㎡ 

計 9,540  

（４）橋梁長寿命化修繕計画策定事業                   （単位：千円） 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

橋梁点検（その１） 9,146 15m以上：47橋、15m未満：48橋 計95橋 

橋梁点検（その２） 8,019 15m以上：42橋、15m未満：46橋 計88橋 

計 17,165 15m以上：89橋、15m未満：9４橋 計183橋 

（５）地方道路交付金事業                          （単位：千円） 

路  線  名 事 業 費 事   業   内   容 

提川・川西線 38,328
改良L=371m、舗装L=247m、盛土2,384㎥、 

側溝L=450m 

（６）都市再生道路整備事業                         （単位：千円） 

路 線 名 事 業 費 事   業   内   容 

栄町・永山線 62,066
改良L=740m、路盤工L=480m、土留工L=142m 

用地取得1件、立木補償5件 

（７）辺地対策事業                             （単位：千円） 

路 線 名 事 業 費 事  業  内  容 

立岩・東分線 

竹の古場・世知原線 

 

 

33,756

 

舗装L=178m 

改良L=56m、用地補償8件、物件移転補償5件 

測量・設計業務委託1件 

（８）道整備交付金事業                           （単位：千円） 

路 線 名 事 業 費 事  業  内  容 

古賀・正力坊線 

脇野・下分線 

上原1号線 

87,037

改良L=232m、舗装L=320m 

改良L=170m、舗装L=299m、用地補償1件、 

物件移転補償1件 

改良L=149m、舗装L=295m、用地補償4件、 

物件移転補償4件 

（９）市道整備事業                             （単位：千円） 

路 線 名 事 業 費 事  業  内  容 

井手野・原屋敷線外

14路線 
69,741

改良L=686m、舗装L=1,130m、用地補償22件 

物件移転補償10件、測量・設計業務委託3件 
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３．公共交通機関の充実 

ＪＲ九州筑肥線、松浦鉄道西九州線及び路線バスについては、通学や買い物、通院など市民の日常生

活に欠かせない公共交通機関として重要な役割を果たしていますが、利用者数の減少とともに、採算性

の低下が進み、既存路線の維持、確保が困難となってきております。 

このようなことから、沿線住民の日常生活の交通手段を確保するため、地方バス路線運行費補助金と

して４６，６２２千円を支出したほか、市街地の公共施設や商業施設、病院や住宅地などを巡回するコ

ミュニティバス「いまりんバス」の運行経費として５，５７５千円を支出しました。 

また、地域住民が主体となった新たな交通体系として、東山代町で取り組んでいる「元気バス」につ

いては、平成２１年４月１日から運行が開始されており、その運営経費として７，０４２千円を支出し

たほか、市内の交通空白地域の交通手段の確保を図るため、平成２１年１１月２４日から試験運行を開

始した「新たな路線バス」の運行経費として４，０１４千円を支出しました。 

一方、鉄道につきましては、沿線の自治体が一体となって老朽化した施設や車両の整備等に取り組ん

でいる「松浦鉄道施設整備事業」に対して、２７，７４４千円を支出したほか、利用者の利便性の向上

を図るため取り組まれている松浦鉄道のＩＣカード導入事業に対して、１，７５８千円を支出しました。 

また、沿線市町で組織している「筑肥線複線化電化促進期成会」や「松浦鉄道自治体連絡協議会」へ

の負担金として１０４千円を支出し、沿線自治体で利用促進に取り組むとともに、利用しやすいダイヤ

の設定など快適な輸送サービスについて要望活動を行いました。 

 さらに、伊万里市の玄関口となっている伊万里市駅ビルの適正な維持管理を図る経費として、 

１１，４８４千円を支出しました。 

 

施策２３ 港湾機能の整備 

１．港湾施設の整備 

伊万里港は外貿コンテナ貨物取扱量の増加や伊万里港周辺の企業進出及び事業拡張により、港湾活

動が活発化していること、また、これに伴い入港船舶の大型化が進んでいることなどにより、 

平成１７年度から七ツ島地区に水深１３ｍ、延長２６０ｍの岸壁整備が国の直轄事業として進められ

ています。 

平成２１年度においては、ケーソン１５函全ての製作が完了し、その一部が据え付けられるととも

に、上部工及び防舷材設置、航路泊地の浚渫等がなされたところであり、大水深岸壁を備える多目的

国際ターミナル整備に向け着実に進んでいる状況です。さらに、水深１３ｍ岸壁の完成に合わせて、

県において設置が計画されているガントリークレーンについても、性能等の基礎的調査がなされたと

ころです。 

海上輸送におけるコスト低減化等の物流戦略上、大型船舶の投入により、他港への移行が懸念され

る中、今後、伊万里港が国際物流港として着実な発展を遂げるためには、大型船（３万トン級）の接

岸に対応した水深１３ｍ岸壁と荷役設備が必要不可欠なものであり、一日も早い完成が待望されてい

ます。このようなことから、県知事に対し着実な事業推進について要望を行うとともに、平成２２年

１月には国に対し、水深１３ｍ岸壁早期完成に向けての提案活動を行ったところです。 

また、近年、伊万里港におけるコンテナ貨物取扱量の大幅な増加、進出企業の積極的な設備投資に

より、工業団地周辺では、通勤車両やコンテナ積載の大型車両の交通量が大幅に増加している状況で

す。このようなことを背景に、これまで国、県に対し臨港道路七ツ島線の早期事業着手を要望してき

たところ、一定の理解をいただき、平成２１年度、国直轄の新規事業として着手していただいたとこ

ろです。輸送における効率性、地域住民の安全確保の観点からも、集落部を経由せずに主要幹線道路
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と接続するこの臨港道路七ツ島線は必要不可欠な道路として、一日も早い完成が待望されています。

このようなことから、平成２２年１月には、さらに国に対し臨港道路七ツ島線の早期完成についての

提案活動を行ったところです。 これら事業の円滑な推進を図るための経費として１，８７１千円を

支出しました。 

 

２．港湾関連施設等の整備 

山代町浦ノ崎地区に存在する公有水面の埋立免許の失効地について、土砂の国有帰属をはじめ、土

地化や公園用地としての取り扱いなど法的な解釈等について国や県との協議を行うとともに、土砂の

補償及び旧造船所跡建物の買収に関する所有者との協議等に要する経費として４９０千円を支出しま

した。 

 

施策２４ 上水道の整備 

平成２１年度の上水道の整備については、水道事業において、第９次拡張事業における簡易水道統合

整備事業として統合接続幹線の配水管及び導水管を布設し、新しい浄水場の建設に着手するとともに、

第９次拡張事業の水源確保のため、県営多目的ダムである井手口川ダム建設の推進にも努め、河川総合

開発事業に伴う利水負担（井手口川ダム建設費負担金）を行いました。また、老朽管の布設替及び配水

管の新設・改良工事等を実施しました。 

簡易水道事業では、波多津簡易水道再編推進事業の完了に伴い新浄水場の供用を開始し、浦ノ崎簡易

水道については、浄水施設の更新並びに区域の拡張を実施するため経営変更の認可を受けました。 

 

１．普及率の向上と上水道拡張事業の推進 

市民生活の多様化や都市化の進展に伴い、年々増大する水需要に対処するとともに、上水道未普及

地域の解消を図るため、新たな水資源の開発は本市の重要な課題となっています。 

  その水源として県営事業で建設が進められる井手口川ダムについては、昭和５４年に開発適地調査

を開始されて以来、今日まで３０年あまりの歳月を費やしてきております。 

平成２０年１２月からは念願のダム本体工事に着工され、平成２１年５月には地元関係者、関係団

体の出席のもと、定礎式が行われました。 

そのような中、ダム事業の進捗を受けて、新たに創出されるダム湖並びに周辺の環境整備につきま

しては、平成１８年度から地元、県及び市等の関係者で組織する「井手口川ダム周辺整備計画検討委

員会」の中で協議・検討を行ってきた結果、平成２１年度に周辺整備計画の策定作業を終えたところ

です。 

また、ダム建設事業の円滑な促進を図るため、ダム建設に関する諸問題の調査、研究活動に対する

助成を地元関係団体へ行うなど、これらに要した経費として、５５５千円を支出しました。 

上水道の拡張については、第９次拡張事業における簡易水道統合整備事業として、大川町、松浦町

及び大坪町をつなぐ統合接続幹線の配水管（大坪・桃川線外３路線 延長 1,685.3ｍ）及び大川地

区の導水管（延長 597.7ｍ）を布設しました。 

普及率の向上については、岳坂・梅岩地区へ区域を拡張するため、送水ポンプ場並びに配水池を整

備するとともに機械及び電気設備工事を行いました。また、炭山地区への区域拡張を実施するための

水道事業の経営変更の届けをいたしました。簡易水道事業では、浦ノ崎簡易水道において、隣接する

野々頭地区への給水を行うため、区域拡張の経営変更の認可を受けました。 
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２．浄水施設の高度化と水道施設の更新 

浄水施設の高度化については、第９次拡張事業において、浄水場の建設工事に着手し、浄水機械、

膜ろ過設備並びに電気・計装設備等の機器の製作を行いました。また、浦ノ崎簡易水道については、

浄水施設を膜ろ過方式に更新するため経営変更の認可を受けました。 

水道施設の更新については、水道事業において、配水管の新設及び改良（南波多線外８路線 延長

924.3ｍ）、配水管の老朽化による布設替（本町線外３路線 延長 699.1ｍ）等を行うとともに、有田

川浄水場の薬品貯蔵設備の整備並びに水質計器等の改修を行いました。簡易水道事業では、松浦、藤

川内簡易水道の配水管の布設替（延長 412.1ｍ）を行いました。 

３．簡易水道施設等の統合 

簡易水道施設等の統合については、市営簡易水道を平成２８年度までに上水道に統合するための

「簡易水道事業統合計画書」を策定するとともに、第９次拡張事業における簡易水道統合整備事業と

して、統合接続幹線の配水管の布設及び送水ポンプ場等の整備を行いました。 

 

施策２５ 都市景観の形成 

１．都市景観の形成 

  本市特有の優れた地域資源を活かし、市街地における公共施設等について、景観の面から見直すこ

とにより、訪れた人々が潤いと安らぎを感じることができる古伊万里文化の香るにぎわいのあるまち

づくり推進のため、市街地入り口の幹線道路の要所（交差点）に伊万里焼モニュメントの設置や伊万

里川・幸橋修景事業を実施するとともに、市民から提言されたアイディアを基に伊万里川河畔に伊万

里津を再現したモザイクタイルによる壁画を設置しました。 

  事業の主な内容は次のとおりです。 

                                     （単位：千円） 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

伊万里焼ロードギャラリー事業 3,813
モニュメント設置５ヶ所：N=10基 

（まちづくり交付金事業） 

伊万里川・幸橋修景事業 9,991

モニュメント設置２ヶ所：N= 3基 

カラ－舗装（歩道）A=367㎡ 

（地域活性化・経済危機対策臨時交付金）

伊万里津景観形成事業 2,951
伊万里川河畔壁画製作設置 

A=18.3㎡ 

計 16,755  

 

２．秩序ある都市空間の形成 

本市の都市計画区域内における土地利用及び都市施設を計画的に誘導するとともに、都市の良好な

環境を推進しました（建築協議２７９件、開発協議２８件）。 

また、伊万里市土地開発公社で先行取得していた伊万里駅前東側駐車場の１,３８１．８６㎡を取得し、

その費用として１０７，０３７千円を支出しました 

 

施策２６ 公園等の整備 

１．公園の適正な管理 

  都市公園については、休息をはじめ、レクリエーションや緑と触れ合う場として安全に利用できる 
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よう定期的な巡回や遊具等の点検を行うなど適正な維持管理に努め、これらに要する経費として 

４３，８７３千円を支出しました。 

  自然公園等の管理については、自然の保護に努めるとともに、地域と一体となって、樹木等の管理

を行うなど、四季折々の自然が楽しめるよう、玄海国定公園区域内の竹の古場公園をはじめ大平山公

園、高尾山公園の自然公園や藩窯公園、腰岳千本桜の適正な維持管理を行い、維持管理に要する経費

として１０，９１８千円を支出しました。 

 

２．伊万里ファミリーパークの整備推進 

平成１８年４月に一部開園し、多くの市民に利用されている伊万里ファミリーパークについては、

子どもから高齢者まで世代を超えたあらゆる人々が憩うことができる公園を目指して、引き続き海

や山などの豊かな自然環境を生かした計画的な整備を進めているところであり、平成２１年度は山間

部の遊歩道や公園北西部の斜面広場の整備を行い、３５，０００千円を支出しました。 

事業の主な内容は次のとおりです。 

                                       （単位：千円） 

事 業 名 事 業 費 事   業   内   容 

補助    30,000
本工事 遊歩道整備工 L≒300ｍ 

    広場整備工 張芝工ほか    A≒6,000㎡ 伊万里ファミ

リーパーク 
単独     5,000 本工事 園路舗装工事 L＝176ｍ、W＝3.0～5.0ｍ 

計 35,000  

 

施策２７ 居住空間の整備 

１．市営住宅の適正な管理 

市営住宅は、立花市営住宅ほか８団地７１３戸を設置し、低廉な家賃で提供しています。建設年度

の早い住宅においては、老朽化が進んでいるため、適正な維持管理が必要であり、良好な居住環境の

向上を図るため、補修工事、維持管理費として２１，２５５千円を支出しました。 

さらに平成１７年度から創設された地域住宅交付金事業により、大坪市営住宅の外壁改修、給水管改

修、また、立花市営住宅の内部改修を行い、入居者が安全で安心な暮らしが出来るよう整備費として 

１３２，２１６千円を支出しました。 

 

２ 住宅の安全性の確保（定住の促進） 

地震による建築物の倒壊被害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、市内の公共建築物

（伊万里市民会館、消防本部、二里・東山代・山代西小学校及び伊万里中学校屋内運動場）の耐震診

断、また、市営住宅の５団地４２棟の石綿含有分析調査の費用として１５，２０９千円を支出しまし

た。 

また、市外からの転入による定住の促進と人口の増加を図るため、「伊万里市定住サポートセンタ

ー」において、住宅や就職などに関する情報の発信を行い、４４件の本市への定住に関する問い合わ

せに対応するとともに、「伊万里市マイタウン定住促進条例」に基づき、６世帯に対し 

２，２０６千円の奨励金を交付しました。 

一方、公共事業の代替地分譲及び一般分譲を行っている立花台地開発事業では、平成２１年度は 

９区画を分譲しました。 
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施策２８ 下水道等の整備 

１．公共下水道の推進 

平成２１年度の管渠等工事は、総事業費３４４，７８７千円であり、これにより金武、内の馬場、

福母、古賀、白野、木須東地区等の一部３haについて供用開始し、平成２１年度末での整備状況は、

処理面積１，０２２ha、処理人口２９，１４７人及び普及率５０.１９％となりました。 

処理場については、平成１９年度から耐用年数が過ぎ老朽化した施設の改築更新を実施しており、

平成２１年度は水処理施設の自動除塵機や砂ろ過器等の機械及び電気設備の更新工事を実施しました。 

普及促進については、供用開始予定地区の説明会や未水洗化家庭に対する戸別訪問等に取り組み、

平成２１年度末での水洗化人口は２６，５４４人、水洗化率９１．０７％となりました。 

また、市街地の下水道管渠、雨水渠、排水路等の機能維持を図るため、雨水渠清掃業務委託、下水

道伏越管及び管渠清掃委託、公共汚水桝設置工事、汚水管補修工事等を実施し、これらに要する経費

として３３，８５３千円を支出しました。 

浄化センターの運転管理業務については、年間３，００８，７１１㎥（１日平均８，２４３㎥）の

汚水処理を行いました。 

また、年間１，４１６ｔの汚泥が発生しましたが、産業廃棄物として専門業者に委託処分しました。 

事業の主な内容は次のとおりです。                     （単位：千円） 

区 分 事 業 費 事 業 内 容 

管  渠（補助） 60,100 ・白野汚水準幹線築造工事外 ５件 L=115.8ｍ 

処理場（補助） 177,360 
・浄化センター水処理施設機械設備更新工事 外４件 

自動除塵機、砂ろ過器、汚泥ｽｸﾘｰﾝ、電気設備 １式 

管  渠（単独） 97,327 ・福母地内汚水管埋設工事外 14件 Ｌ＝958.9ｍ 

雨 水（補助） 10,000 ・馬伏雨水幹線流出解析業務委託外 １件 

 

２．農業集落排水事業 

農業集落排水施設の機能維持と農村生活環境改善を図り、併せて公共用水域の水質保全に寄与する

ため、平成２１年度は井手野地区と宿地区の汚水処理場等運営費に要する経費として 

２４，８２２千円を支出しました。 

 

３．浄化槽の設置促進 

公共下水道等の整備が当分の間見込まれない地域について、その生活排水に起因する環境の悪化

及び公共用水域の水質汚濁を防止するため、公共下水道と同等の浄化能力を有する浄化槽の普及促

進を図り、快適な生活環境の推進に努めました。 

事業の主な内容は次のとおりです。                     （単位：千円）      

事  業  名 事 業 費 事  業  量 摘    要 

浄化槽設置整備事業 30,643 

5人槽  13基 

7人槽  60基 

10人槽  1基 

14人槽  1基 

332×13基=  4,316 

414×60基= 24,840 

548× 1基=  548 

939× 1基=  939 
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施策２９ ごみの減量化と廃棄物の適正な処理 

１．３Ｒ運動によるごみの減量化の推進 

「リサイクル都市伊万里」の実現に向け、市民、事業者及び行政が一丸となって取り組むため、「ご

み対策協議会」を機軸に、ごみ対策のあり方等を検討し、ごみの減量化、リサイクル化、さらには適

正処理のために、次の事業に取り組みました。 

まず、全市的なごみ減量化、リサイクル化の柱として、市民と連携し積極的に取り組んでいる資源

ごみの集団拠点回収であるリサイクルサンデーは、１８１の行政区、団体に取り組んでいただきまし

た。資源ごみの回収量は、昨年度より９３ｔ減少し、２１年度は１，３５８tとなりました。また、

団体等への補助金２，９７４千円を支出しました。 

  さらに、資源循環型社会の実現を目指した市民団体の自主的活動である「クリーン伊万里市民協議

会」を活動母体とした伊万里「環の里計画」の活動に対する補助金として１，２００千円を支出しま

した。 

  また、家庭等で使わなくなったがまだ十分に使える品物を「譲りたい人」と「譲って欲しい人」が

お互いに情報をやりとりする「不用品交換情報登録制度」には、４０件の登録があり、９件の交換が

成立しました。 

  次に、「リサイクルセンター」におけるガラスびん類、ペットボトル、発泡スチロールトレイの回収

量は、昨年度より１９ｔ増加し、２１年度は４１５ｔの回収量となり、これを再商品化するための委

託料５１９千円を支出しました。また、使用済み乾電池の回収量は、昨年度より０．５ｔ減少し、 

２１年度は７．３ｔの回収量となり、これを資源化するための委託料９６４千円を支出しました。 

 

２．ごみの適正な処理 

ごみを適正に処理するため、市民のごみ出しマナーの向上とリサイクル意識の高揚を図ることを目

的に、早朝ごみ集積所パトロールを行うとともに、広報・ケーブルTV・出前講座等を利用して、ごみ

の適正分別と出し方の啓発と推進に努めました。 

環境センターについては、ごみ処理の重要な施設であり、施設の点検や修理など、維持管理に努め

るとともに、周辺地域の水質や土壌などの各種環境測定を実施することにより、環境保全に努めまし

た。 なお、環境センターにおけるごみの処理状況は、次のとおりです。 

区  分 処理量／年 処理量／日
1人1日当たり

排出量 
ごみ袋等価格 摘  要 

収集分 9,597ｔ 可
燃
ご
み 持込分 3,947ｔ 

43.0ｔ 

稼働日数 

315日 

637ｇ

大 40円／袋 

中 30円／袋 

小 20円／袋 

収集分 887ｔ 
不
燃
ご
み 持込分 42ｔ 

9.0ｔ 

稼働日数 

103日 

44ｇ
中 33円／袋 

小 22円／袋 

収集分 9ｔ 粗
大
ご
み 持込分 632ｔ 

2.9ｔ 

稼働日数 

219日 

30ｇ
ステッカー 

300円／枚 

①年間ごみ処理量 

  15,200ｔ 

②年間ごみ処理経費

  445,709千円 

（収集経費を含む）

③ｔ当たり処理経費

  29,323円 

④1人当り処理経費 

  7,650円 

＊収集人口 

58,263人 

（21年9月30日現在）
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収集分 84ｔ ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
・ 

発
泡
ス
チ
ロ
ー
ル 

持込分 2ｔ 

0.6ｔ 

稼働日数 

155日 

4ｇ

ペットボトル用 

大 40円／袋 

発泡スチロール

トレイ用 

中 30円／袋 

合  計 15,200ｔ  715ｇ
  

 

佐賀県西部広域環境組合(伊万里市、武雄市、鹿島市、嬉野市、有田町、江北町、大町町、白石町、

太良町)では、佐賀県ごみ処理広域化計画に基づき、一般廃棄物の効率的かつ適正な処理を目的に、

新しい広域ごみ処理施設の建設を推進しております。 

平成２０年５月に、伊万里市松浦町が広域ごみ処理施設の建設候補地として選定されました。平成

２１年度から環境影響評価や施設整備基本計画の策定などに取り組んでおり、その経費として組合負

担金２１，４８３千円を支出しました。 

 

施策３０ 環境保全活動の推進 

１ 地域美化活動の推進 

快適な生活環境は自分たちで守るという地域住民の協働意識のもとに、伊万里を美しくする市民運

動として、春と秋の市民大清掃や伊万里湾岸清掃（１２団体、３３９人の参加）、県下一斉ふるさと

美化活動（２８団体、６８８人の参加）などに積極的に取り組むとともに、市民等による清掃活動を

育むため、地域の環境美化等に長年貢献された市民３人並びに市民団体６団体に感謝状を贈り顕彰し

ました。 

また、快適な生活環境を保持していくため、市内の主要な道路や排水路をパトロールし、不法投棄

の監視や廃棄物の除去、動物の死骸回収等を実施しました。 

  さらに、不法投棄については、県の廃棄物監視員や本市の環境保全推進員によりその対策と強化に

努め、シルバー人材センターへの委託による不法投棄の監視パトロールや投棄物の回収を実施し、市

内約５０箇所から投棄物８．１ｔを回収したところであり、その委託料６６０千円を支出しました。 

 

２ 公衆衛生の向上 

（１）清掃及び衛生害虫の駆除 

   市街地の幹線道路や公共下排水路の清掃作業をシルバー人材センターに委託し、道路及び水路の

定期清掃のほか、環境センターへのごみの搬入路となっている県道等の洗浄作業や新田川コスモス

植栽管理等に対して、委託料３，８７０千円を支出しました。また、市街地の公共下排水路の生活

雑排水等による環境の悪化を解消するため、年２回の下排水路等の清掃委託料として６８４千円を

支出しました。 

   一方、衛生害虫等の駆除については、春秋の市民大清掃等の際、希望される地区等に薬剤の提供

や機材の貸し出しを行い予防駆除に努めるとともに、新たに消毒機１台を更新し、これらの経費と

して７６４千円を支出しました。 
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・シルバー人材センター委託による清掃作業                 （単位：人） 

種 別 道路清掃 下排水路 道路洗浄 
コスモス 

植栽管理 
計 

人 員 752 516 4 32 1,304 

 

 

・衛生害虫等駆除機材貸出状況 

機材貸出地区数 機材貸出台数 薬剤 

31地区 
三兼機 27台 

四兼機 43台   計 70台 

油剤（ネオミサイル） 

43缶／18ℓ  

 

（２）犬の登録及び狂犬病予防注射 

犬の登録及び狂犬病予防注射を積極的に推進するとともに、保健福祉事務所と協力し、野犬の苦

情に対処するため、地元区長をはじめ地域住民の協力を得ながら捕獲を行い、これらに要する経費

として９１６千円を支出しました。 

区      分 実       績 

・登録    3,294頭（前年比12頭減） 

・予防注射  3,107頭（前年比26頭増） 

・野犬等の捕獲          56頭 

・不要犬の引き取り         15頭  

   

 

（３）適正な火葬及びし尿等処理 

火葬及びし尿等処理については、施設の運営管理を行っている伊万里・有田地区衛生組合に対し、

組合運営費１３，１５０千円、火葬場の運営及び清掃委託料等の維持管理費２１，６０４千円、

火葬場建設費償還金７４，５４６千円、し尿等処理費１３９，５０９千円を負担金として支出しま

した。 

   なお、火葬場の利用状況は次のとおりです。 

区      分 市 内 有田町 地区外 計 

大人(12才以上) 642件 239件 26件 907件 

12才未満 3件    0件 0件 3件 

死  胎 10件 10件 6件 26件 

遺骸ほか 15件 2件 2件 19件 

合計 670件 251件 34件 955件 
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（４）その他苦情対策等 

   市民からの生活環境に関する苦情については、現状を把握し、必要に応じて関係機関、団体との

連絡を図りながら、原因者に対し改善指導を行い問題処理に努めました。 

 

３ 大気環境の保全 

工場、事業所等の事業活動に伴い発生する大気汚染物質の大気中の濃度を把握するため、県等が自

動測定機を設置している大坪測定局ほか５地点の二酸化硫黄、二酸化窒素等の測定値を常時監視する

とともに、二酸化窒素による大気環境の汚染状況を監視するため、ガスパック法による測定を実施し

ました。これらの経費として２１５千円を支出しました。 

事業の主な内容は次のとおりです。 

                    (単位：千円) 

事  業  名 事業費 事  業  内  容 備    考

大気環境常時監視事業 79 
6地点SO２、NOxなど 

(大坪、黒川、南波多、大川、東山代、山代) 
自動測定機 

二酸化窒素調査 136 6地点（立花、牧島、二里2地点、東山代、山代） ガスパック法

計 215 
  

 

４ 水質の保全 

市内公共用水域の河川、海域の水質汚濁状況を監視するため河川（有田川外７地点）、海域（黒川湾

外３地点）の水質調査を実施したほか、伊万里湾内の底質土と魚類の有害重金属についても、汚染状

況を調査しました。 

一方、工場等からの排水については事業所ごとに立入調査を実施するとともに、水質基準等の遵守

を指導し、公共用水域の水質保全に努めました。 

これらの経費として９９８千円を支出しました。 

事業の主な内容は次のとおりです。 

                   （単位：千円） 

事 業 名 事業費 測  定  地  点  備  考 

河 川 水 調 査 302 
8地点36調査項目 有田川、松浦川2地点、 

新田川、脇田川、白野川、徳須恵川、伊万里川 

 

海 水 調 査 123 
4地点16調査項目 黒川湾、スミセ北、 

名村西、福田地先 

 

底 質 土 調 査 52 
3地点3調査項目 漁港入口、名村北、 

伊万里有田川合流点 

 

生 物 調 査 42 ウミタナゴ、コノシロ、キス、スズキ 
 

事 業 所 調 査 479 13事業所57調査項目  

合    計 998  
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５ 産業公害への対応 

（１）騒音振動防止対策 

騒音、振動公害の要因は、工場、事業所、道路交通、建設工事によるものが主ですが、近年では

自動車の騒音やボイラー、クーラー等の生活の中での機器等も発生源となっています。 

工場や建設作業など、事業活動に伴い発生するものについては、届出段階での事前指導や現地調

査を行い未然防止に努めました。 

また、定期的な自動車騒音、道路交通振動測定を国道２０４号線の１地点で、一般環境騒音測定

を栄町外２地点で実施しました。 

 

（２）悪臭防止対策 

悪臭は、人の感覚に訴える公害だけに市民から衛生的で快適な生活環境を損なうものとして苦情

も多く、特に農業や製造業に起因する悪臭の発生が多く、苦情の大半を占めています。 

この対策として、県、その他の関係団体と連携を図りながら、原因者に対して、発生源及び脱臭

装置の改善対策を講じるように指導し、悪臭防止に努めました。 

 

６ 環境教育の推進 

今日の環境問題は、海や川の水質などの地域の問題から、温暖化などの地球規模の問題まで多岐に

わたっており、原因とされる現在の生活改善の啓発などを行いました。 

  地球温暖化については、伊万里市地域省エネルギービジョンの推進策として、家庭での省エネ活動

を市の広報誌に毎月掲載しました。２月には省エネ講座を開催し、２２名の参加者がありました。ま

た、市の事務事業についても、職員が率先して、省エネ・省資源に取り組み、二酸化炭素などの温室

効果ガスの削減に努めました。 

子どもへの環境教育としては、ごみの分別とリサイクルについての講座の開催や環境センターでの

職場体験学習、また夏季に黒川町でスターウォッチングを実施し、環境意識の醸成に努めました。 

また、本市はツルが出水市へ渡るルートの直下に位置しており、国のツル越冬地分散化候補地とし

て指定を受け、平成１５年度からツル越冬のための環境整備を日本野鳥の会などと協力し行っていま

す。本年度のマナヅル等のツル類の飛来数は４５７羽あり、そのうちマナヅル８羽が長浜干拓で越冬

し、最長期間は９６日でした。 

ツルが飛来するために必要な環境整備として餌の購入費や農地の借上料、寝床の整備、監視小屋設

置、電気設備工事などに１，９０３千円を支出しました。 

 

施策３１ 消防・救急体制の充実 

近年は、地震や風水害などの自然災害に加え、大規模工場災害や予期しない特異な事故が多発する中

で、安全、安心の確保に対する市民の関心は特に強くなってきています。このような中で、本市では安

全で快適な地域づくりを推進するために、地域や職場における火災予防の普及啓発をはじめ、消防活動

や救急業務に対して関係各機関や団体との連携を深めながら市民の安全の確保に取り組みました。 

 

１．消防体制の整備 

あらゆる災害に迅速かつ的確に対応できるよう、職員の教育研修や署内訓練等の充実を図り消防技

術の向上に努めました。 

また、火災現場における消火活動に要する消防用ホースや消防隊員が現場活動で着装する防火衣等
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を購入し、消火態勢の強化と隊員の安全確保のため装備の充実に努めました。 

このほか、消火栓の新設１基、移設１基をそれぞれ整備し、消防水利の充実に努めたほか、行政区

が施工された防火水槽の補修（２箇所）に要した経費に助成を行いました。 

 

２．火災予防体制の充実 

平成２１年中における火災は２６件発生していますが、前年より１４件減少しています。 

火災種別をみますと、建物火災１１件、林野火災２件、車両火災３件、その他の火災（種別に該当

しない火災）１０件となっており、建物火災・林野火災・車両火災はともに減少していますが、その

他の火災は増加しています。 

また、建物火災によって１人の尊い命が奪われ、負傷者も２人でています。 

このような火災を防ぐため、家庭や地域における適切な火気の取扱いが徹底できるよう指導に努め

るとともに、住宅火災における被害の減少や逃げ遅れによる悲劇をなくすために、住宅用火災警報器

の設置推進に努めました。 

また、婦人防火クラブをはじめ高齢者防火クラブなどを中心に、地域の防火意識の高揚を図るため

研修会などの機会をとらえ、地域ぐるみの安全対策に取り組みました。 

さらに、学校や各種の事業所においては、適切な防火管理体制を遵守させるために、査察の強化や

事業主に対する指導の徹底など、効果的な保守管理の推進と危機管理意識の高揚に努めました。 

恒例の春と秋に実施する火災予防運動期間には、婦人・幼少年消防クラブ等と連携した運動を展開

しながら、火災予防思想の普及に努めました。 

 

３．救急体制の確立 

平成２１年中における救急出場は２，０６９件、搬送人員１，９７９人となり、ともに前年より 

３２件、１５人増加しました。１日あたりの平均出場は約５．７件を数え、市民の約３０人に１人が

搬送されたことになります。 

また、救急救命士が行なうことができる応急処置の範囲拡大に伴い、救急業務の高度化に対する市

民のニーズもますます強くなってきています。このようなことから、救急救命士の資格養成のため研

修所へ１名を派遣、また、救急救命士２名に新たな資格として薬剤投与等を取得する研修を受講させ

ました。 

一方、財団法人日本損害保険協会から高規格救急自動車の寄贈を受けるとともに、併せて救急処置

用資機材を整備し北分署へ配置するなど救急体制の充実強化を図りました。 

次に、特に重篤な傷病者に対しては、救急隊が到着するまでの間に適切な応急手当が重要であるこ

とから、市民を対象にした救命講習会や応急手当講習会などを開催し救急に関する知識の普及に努め、

救急隊と市民が連携した救命率の向上を目指す活動に取組みました。 

このほか、平成２１年中に救助活動として出動した件数は２４件で、交通事故や水難事故による被

救助者１５人を救助しました。 

 

４．消防団組織の充実 

消防団の装備については、２０年以上経過していた牧島分団第４部（脇田区）、山代分団第５部

（西分区）の小型動力ポンプ付積載車２台の更新と各分団へ消防ホースの配備を進め、安全性と機動

力の向上を図り充実に努めました。 

また、牧島分団第２部（木須西区）と波多津分団第１部（浦区）の積載車格納庫の補修、松浦分団

第２部（東分・上原・下分区）のホース乾燥施設の新設と波多津分団第４部（中山・板木・津留主屋

 - 60 -



区）のホース乾燥施設の補修に要した経費に助成を行ない、地域における消防施設の充実を図りまし

た。 

一方、消防団特有の地域性を活かした想定訓練に取り組むなど各種訓練を実施し、消防技術の向上

に努めました。さらに、女性消防団員による一人暮らし高齢者宅の防火訪問を行い、高齢者自身の火

災予防に対する意識を深めながら、人と人の連携を図る地域ぐるみの安全対策に努めました。 

 

・消防施設等の整備に関する事業                        （単位：千円） 

 事   業   名 事業費 主  な  事  業  内  容 

消 防 資 器 材 整 備 事 業

（石油貯蔵施設立地対策等交付金分） 
2,852

・消防用ホース50㍉ 15本 

・異径媒介金具40㍉×50㍉ 3式 

・ 防火衣 13着 

・消防用携帯無線機 2式 

・消防用空気呼吸器 2式 

消 防 水 利 施 設 整 備 事 業 1,056
・ 防火水槽補修費補助金（2基) 

・ 消火栓工事負担金（設 1基、移 1基） 

常
備
消
防
費 

高 規 格 救 急 車 導 入 事 業 16,423
・高規格救急車艤装 等 

・救急処置用資機材 

消 防 団 管 理 運 営 事 業

（石油貯蔵施設立地対策等交付金分） 
2,032 ・消防用ホース65㍉ 73本 

非 常 備 消 防 車 両 等 整 備 事 業 7,839 ・小型動力ポンプ付積載車（更新）2台 

非
常
備
消
防
費 

非常備消防施設整備支援事 業 686

・積載車格納庫補修費補助金（2棟） 

・ホース乾燥施設新設費補助金（1棟） 

・ホース乾燥施設補修費補助金（1棟） 

 

・その他の事業                                （単位：千円） 

 事   業   名 数量 事 業 費 備        考 

消 防 職 員 研 修 事 業 25名 3,326 
・消防学校初任科 

・消防職員専科救助科 等 

救 急 救 命 士 養 成 事 業 3名 2,913 
・救急救命士資格取得研修 

・薬剤投与追加講習 等 

常
備
消
防
費 

庁 舎 補 修 等 505 
・西分署漏水防止工事 

・庁舎修繕 等 

非
常
備
消
防
費 

消 防 団 員 報 酬

消 防 団 員 出 動 報 償 金

消 防 団 員 退 職 報 償 金

消防団員福祉共済制度加入補助金 

消 防 団 運 営 交 付 金

消 防 団 車 両 等 管 理 交 付 金

13,376 

5,228 

16,231 

1,014 

4,140 

357 

前期1,014人分・後期1,014人分 

延べ5,228人 

支給対象者 70人 

1,014人分 
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施策３２ 防災の推進 

１． 防災体制の充実 

  災害のない安全・安心のまちづくりを推進するため、防災パトロール等を実施するとともに、大雨

や台風などの災害に備えた情報収集等の配置体制を整え、警戒に当たりました。 

  公共土木施設災害復旧の補助事業では、現年災（２１災）５６箇所の復旧工事を実施しました。 

また、単独の災害復旧事業では、現年災（２１災）６７箇所の復旧工事を実施しました。 

農林水産施設災害復旧事業では、補助事業により過年災（２０災）１箇所、現年発生４７箇所の工

事と単独事業で５箇所の工事を行い、農家等の生産活動の維持と経営の安定を図るため、農地・農業

用施設や林道の早期復旧に努めました。 

また、高潮や波浪及び地震に伴う津波等による被害から防止するため、東山代干拓周辺の堤防

約Ｌ＝２，５００ｍの区間を５７年度から平成２７年度までの事業計画で県営事業として取り

組んでおり、この工事に対する負担金として１,２５０千円を支出いたしました。 

さらに、森林の保全と市民の安全を確保するため、県補助事業の農林地崩壊防止事業により

２箇所の工事を行いました。 

（１）災害復旧事業                              （単位：千円） 

２１年度実施額 
区     分 

件 数 金 額 
備    考 

道路 19 41,686 21災 
補助 

河川 37 85,052 21災 

道路 31 12,168 21災  
単独 

河川 36 18,066 21災  

公
共
土
木
施
設 

小    計 123 156,972  

農地 13 10,055 21災 

農業用施設 33 47,055 20災 1件、21災 32件 補助 

林道 2 1,880 21災 

農業用施設 2 519 21災 
単独 

林道 3 639 21災 

農
林
水
産
施
設 

小    計 53 60,148  

合    計 176 217,120  

 

（２）県営事業負担金                             （単位：千円） 

事 業 名 地区名 事業費 負担率 負担金 備 考 

海岸保全整備(高潮・津波

対策)事業 
東 山 代 25,000 5％ 1,250 

 

 

（３）農林地崩壊防止事業                           （単位：千円） 

区   分 箇所数 金   額 備  考 

  林 地 2 2,793  
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２.治水対策事業の推進 

市民の生命と財産を保護し安全の確保を図るためには、河川改修等災害の未然防止と発生後の早期

復旧が必要です。 

このため国・県の制度事業の活用と国・県事業の早期採択を働きかけ、事業の推進に努めました。 

地域住民の生活河川である準用河川の洪水を防御する治水事業として、総合流域防災事業で煤屋川の

整備を実施し、周辺まちづくりと一体化した河川改修事業として、永山川（明許繰越）を整備し、併

せて７８，００８千円を支出しました。 

市単独の局部改修事業では西新田川外２河川を整備し、１２，３３１千円を支出しました。 

また、ため池災害防止事業については、早期改修により災害を未然に防止し、農地等の保全、農業

生産の維持及び農業経営の安定を図るため、８地区１８，９２０千円を支出しました。 

  さらに、有田川４号地区における『大井手堰』において油圧シリンダーからの油漏れなど、可

動堰油圧設備の損傷が激しく、洪水時の可動堰転倒に支障が生じる恐れがある事が判明したた

め改修工事を行いました。 

（１）治水事業                                （単位：千円） 

事  業  名 事 業 費 事  業  内  容 

総合流域防災事業 

（煤屋川） 
65,908

・築堤、護岸工 L=160m（両岸） 

 用地取得9件 

永山川改修事業 

（明許繰越） 
12,100

・護岸工 Ｌ＝33m（両岸） 

河川局部改修事業 12,331

・西新田川 護岸工 L=36m（両岸） 

・コグエ川 護岸工 L=25m（右岸） 

・府招川支流 護岸工 L=82m（両岸） 

ため池災害防止事業 18,920 ・舞殿ため池外７地区 

農業用河川工作物応急対

策事業 
61,168

・油圧シリンダー 3門 

・現場塗装    3扉体 

合    計 170,427  

 

（２）県営事業に対する負担金                         （単位：千円） 

事 業 名 地区名 事業費 負担率 負担金 備 考 

瓶屋上 31,500 20％ 6,300  

高  舟 38,682 20％ 7,736  

山ノ寺 26,500 20％ 5,300  
ため池等整備事業 

大  平 6,468 20％ 1,294  

合   計 4 地区 103,150 20,630  

 

３.土砂災害対策事業の推進 

急傾斜地の崩壊による災害から生命と財産を保護するため、急傾斜地崩壊防止事業により３地区 

１３，４００千円を支出しました。 

一方、急傾斜地崩壊対策事業等の県営事業負担金として、２地区２，０００千円を支出しました。 
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（１）県営事業に対する負担金                         （単位：千円） 

事 業 名 地区名 事業費 負担率 負担金 備 考 

急傾斜地崩壊対策事業 清水浦第2 2,000 10％ 200  

 塩  屋 18,000 10％ 1,800  

合  計 20,000 2,000  

 

施策３３ 交通安全対策の推進 

１．交通安全意識の高揚 

平成２１年度は、『守ろう交通ルール 高めよう交通マナー』をスローガンとし、「高齢歩行者対策

と高齢運転者対策」を最重点項目に掲げ、老人クラブの交通安全リーダーである高齢者交通安全指導

員の研修会の充実を図り、交通教室等を通じて高齢者への交通安全意識の浸透を図るとともに、関係

機関・団体の協力を得て、交通安全運動期間及び毎月１日、２０日の交通安全の日を中心に市民への

啓発活動に努めました。 

特に、年４回の交通安全運動期間中においては、市独自のテーマを掲げ、集中的にキャンペーン活

動を展開するとともに、年間を通じて、高齢者交通安全対策と飲酒運転根絶対策に重点を置き取り組

みを実施し、伊万里市では初めて、年間交通死亡事故ゼロという成果をあげることができました。 

このほか、安全・快適な交通環境の整備促進を図るため、各地区（町）からの交通安全施設整備要

望を取りまとめ、道路管理者や佐賀県公安委員会へ整備促進を働きかけました。 

事業の主な内容は次のとおりです。                       （単位：千円） 

事  業  名 事業費 事  業  内  容 

参加・体験・実践型交通安全教室 
高齢者交通安全教室28回、幼児交通安全教室
15回（参加者2,089人） 

チャイルドシート着用促進対策 チャイルドシートの貸出（50台） 

子供の交通安全対策 
新入学児童への黄色いランドセルカバーの 
贈呈（592人） 

広報等による啓発活動 

354

広報誌・広報車・のぼり旗による広報、 
交通安全コンクール等 

交通対策協議会補助金 750
新入生対策、高齢者対策、自転車対策、 
飲酒運転対策 

交通安全指導員に要する経費 5,600  

合    計 6,704  

 また、市民の交通安全を推進するとともに、不慮の交通事故による被災者に対する救済事業の一環     

として伊万里市民交通傷害保険制度を設けていますが、平成２１年度は、５，３７９人（６，４３１口、

４，５２５，３２０円）の加入がありました。 

また、障害等をお持ちの方には保険料を１／２減免し、その額は９３，１８０円（１７７人、２６０口）

で、傷害の発生により行った保険給付は２，４７０千円（３７人、５１口）でした。 

 

２．交通安全施設の整備 

  交通安全施設整備事業については、日常のパトロ－ルによる危険箇所の早期発見と維持、補修に

努めるとともに、防護柵・区画線及び反射鏡等の交通安全施設の整備を実施しました。 
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  また、歩道の設置や段差解消、点字ブロックの設置等を行い、歩行者や車両の円滑な通行の確保、

高齢者や障害のある人等に配慮した道路環境の整備を実施しました。 

  事業の主な内容は次のとおりです。 

（１）交通安全施設整備事業（一種事業）                 （単位：千円） 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

延 命 橋 線 3,813 歩道段差解消L=41m（まちづくり交付金） 

大 曲 ・ 古 里 線 9,993 歩道設置L=135m（地域活性化・生活対策臨時交付

金） 

計 13,806  

 

（２）交通安全総務事業（二種事業）                   （単位：千円） 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

防 護 柵 設 置 7,617 26路線 L= 700ｍ（ｶﾞ-ﾄﾞﾚ-ﾙ、ｶﾞ-ﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ等） 

区 画 線 設 置 3,286 15路線 L=6,798m（外側線、中心線） 

反 射 鏡 設 置 1,000 22路線 N= 22基（直営：原材料費） 

計 11,903  

   

施策３４ 防犯活動の推進 

１．防犯対策の推進 

夜間における犯罪を防止するため、各行政区で取り組まれる防犯灯設置に対し平成２１年度は 

５９行政区の９５基の防犯灯設置に対して、１，１４７千円の補助金を交付しました。 

 

２．暴力犯罪の防止 

「暴力と犯罪のない明るく住みよいまちづくり」を実現するため、伊万里市防犯協会及び暴力追放推

進市民会議の活動を支援し、市民への防犯思想の普及、啓発などを図るための活動補助金として 

１，１０７千円を交付しました。 

 

３．消費生活相談の充実 

「消費者基本法」に基づき、消費者の利益の擁護、増進を図るため、消費生活相談事業、消費者意識

啓発事業、消費者団体の育成強化による消費者トラブルの解決及び未然防止に努めてきました。 

また、社会情勢の変化やそれに伴って起こる様々な問題、悩みに市民が遭遇した時に、手助けにな

るように弁護士等専門相談員を配置し問題解決への道筋をつけてきました。 

（１）市民相談事業の充実 

   市民相談業務として各種相談日を開設しており、行政相談１２日、人権相談２４日、法律相談 

２４日、司法書士による暮らしのトラブル相談１２日、公証人による暮らしの知恵相談１２日を設

定しました。延べ８４日で４４２件の相談がありました。これらの経費として２，４９０千円を支

出しました。 

（２）消費生活相談業務の充実 

近年の消費者トラブルは、１件当たりの契約金額が高額化し、内容も複雑化してきているため、

解決までに長期間を要する事件が増える傾向にあります。特に社会的弱者である高齢者や消費者
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意識の未熟な若年層が狙われやすくなっています。 

消費生活相談の主なものは､訪問販売に関するものをはじめ、催眠商法、点検商法､資格商法、イ

ンターネットや電話での架空請求など様々であり、また、消費者金融やクレジット等の過剰利用

による多重債務の相談も一向に減る傾向にありません。 

これら巧妙複雑多岐にわたる相談を迅速かつ適切に処理し、被害を未然に防ぐため、「ＮＰＯ法

人消費生活相談員の会さが」に委託して相談にあたっており、また、無料法律相談等も行うなど、

処理体制の整備を図っています。 

また、社会問題となっている多重債務者問題については、庁内に「多重債務者問題連絡会」を立

上げ、多重債務者の発見・掘り起こしに努めるとともに、問題解決に向けての連携を図りました。 

相談日開設は延べ２０７日で２２０件の相談がありました。これらの経費として３，５２６千円

を支出しました。 

 

４．消費者意識の啓発 

消費者問題に対する認識を深め、市民自らが暮らしを見直すことを目的として、「第３４回あなた

と私の生活展」を市民センターで開催し多数の参加を得ました。 

また、今年度も消費生活のトラブルや食の安全・安心に関する情報を提供しました。 

  消費者の利益や意思を反映させるためにも、消費者自らが組織を形成し、消費者としての意識向上

と知識の習得のため、消費者研修を重ね、さらに環境問題に取り組み、不用品の再利用とリサイクル

の推進・マイバック持参運動・環境配慮型商品（アクリルタワシ・廃油せっけん等）の購入推進 

ごみの減量化などの消費者運動を行っている伊万里市消費者グループ協議会に活動費補助金として 

８１千円を支出しました。 


